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宝塚市長 中 川 智 子 様 

 

宝塚市行政不服審査会     

会長  芝 池 義 一   

 

預金の払戻請求権の差押処分に対する審査請求に係る裁決について（答申） 

 

平成３１年（２０１９年）４月１８日付け宝塚市諮問第８号で諮問のあった預金の払戻

請求権の差押処分に対する審査請求に係る裁決について、当審査会は、慎重に審査した結

果、別添のとおり答申します。 

別添において、審査請求をした〇〇〇〇〇を「審査請求人」といいます。また、宝塚市

長を「処分庁」又は「審査庁」と呼びます。 
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第１ 審査会の判断 

本件審査請求を却下する、との審査庁の判断は、妥当である。ただし、平成２５年

３月２８日の審査請求人との協議には債務承認の効力が認められず、本件預金払戻請

求権の差押処分には、同処分の執行時点で時効消滅している宝塚市国民健康保険税が

含まれており、その限りにおいて同処分は違法であることから、相応の対応が検討さ

れるべきである。 

 

第２ 事案の概要 

 １ 本件審査請求は、処分庁が行った審査請求人が第三債務者に対して有する預金の払

戻請求権に対する差押処分について、差押えの前提となる未納額、延滞金額に誤りが

あり、違法であるとして、当該差押処分の取消しを求めるものである。 

 ２ 関係法令の定め 

  (１) 国民健康保険税の課税 

    ア 市町村は、目的税として国民健康保険税を課することができる（地方税法

（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第５条第６項第５号）。 

    イ 国民健康保険を行う市町村は、国民健康保険に要する費用に充てるため、国

民健康保険の被保険者である世帯主に対し、国民健康保険税を課することがで

き（法第７０３条の４第１項）、処分庁は、世帯主に対して国民健康保険税を

課している（宝塚市国民健康保険税条例第１条）。 

  (２) 国民健康保険税の課税 

     国民健康保険税の徴収については、徴収の便宜に従い、当該地方団体の条例の

定めるところによって、普通徴収又は特別徴収の方法によらなければならない

（法第７０６条第１項）。 

     国民健康保険税の納期は、当該地方団体の条例で定めるものとされ（法第

７０５条第１項）、処分庁は、普通徴収の方法によって徴収する国民健康保険税

の第１期から第９期までの納期として、それぞれ、７月１日から同月３１日まで、

８月１日から同月３１日まで、９月１日から同月３０日まで、１０月１日から同

月３１日まで、１１月１日から同月３０日まで、１２月１日から同月２６日まで、

翌年１月１日から同月３１日まで、２月１日から同月末日まで、３月１日から同

月３１日までと定めている（宝塚市国民健康保険税条例第９条第１項）。 

  (３) 国民健康保険税の督促及び督促手数料 

     納税者が納期限までに国民健康保険税に係る地方団体の徴収金を完納しない場

合においては、処分庁の徴税吏員は、納期限後２０日以内に、督促状を発しなけ

ればならない（法第７２６条、宝塚市市税条例第２１条第１項本文）。 

     市町村の徴税吏員は、督促状を発した場合においては、当該市町村の条例の定

めるところによって、手数料を徴収することができ（法第７２７条）、処分庁に
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おいては、徴税吏員は、やむを得ない場合があると認める場合でない限り、督促

状１通につき６０円の督促手数料を徴収しなければならない（宝塚市市税条例第

２２条）。 

  (４) 消滅時効の起算点等 

    ア 地方団体の徴収金の徴収を目的とする地方団体の権利は、法定納期限（督促

手数料又は滞納処分費については、その徴収権を行使することができる日）の

翌日から起算して５年間行使しないことによって、時効により消滅する（法第

１８条第１項本文及び同項第２号）。 

    イ 地方税の徴収権の時効については、法に別段の定めがあるものを除き、民法

の規定を準用する（法第１８条第３項）。 

  (５) 時効の中断 

    ア 地方税の徴収権の時効は、納付の告知ないし督促に係る部分の地方団体の徴

収金につき、納付の告知ないし督促の効果が生じた時に中断し、納付に係る告

知の場合には、その告知に指定された納付に関する期限までの期間、督促の場

合には督促状を発した日から起算して１０日を経過した日までの期間を経過し

た時から更に進行する（法第１８条の２第１項）。 

    イ 地方税についての地方税の徴収権の時効が中断し、又は当該地方税が納付さ

れ若しくは納入されたときは、その中断し、又は納付され、若しくは納入され

た部分の地方税に係る延滞金についての地方税の徴収権につき、その時効が中

断する（法第１８条の２第５項）。 

 ３ 審査請求に至る経緯及び基礎事実 

  (１) 審査請求人 

宝塚市国民健康保険に加入する者である。 

  (２) 宝塚市国民健康保険税の滞納 

     審査請求人は、宝塚市国民健康保険税について、各期別の納期限までに納付し

なかった。 

  (３) 督促状の発送 

     上記(２)について、処分庁は、各納期限からおおむね２０日以内に督促状を発

送したが、審査請求人は当該各督促状を発した日から起算して１０日を経過した

日までにおいて、各督促に係る宝塚市国民健康保険税を納付しなかった。 

  (４) 債権の差押え 

     処分庁は、平成２９年(2017年)２月８日、審査請求人が第三債務者である株式

会社〇〇〇〇銀行に対して有する下記の預金の払戻請求権を差し押さえた（以下

「本件処分」という。）。 

      取扱店名：〇〇〇〇銀行 〇〇〇支店 

      預金種類：〇〇 
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      口座番号：〇〇〇〇〇〇 

      預金残高：金１，３０３，５１６円の内金３３４，９４０円 

  (５) 差押調書（謄本）の送達 

     上記(４)に係る差押調書（謄本）は、処分庁から審査請求人に対して平成２９

年(2017年)２月１４日付けで配達証明郵便により送達された。 

  (６) 差押債権の取立 

     上記(４)において処分庁が差押えをした債権は、処分庁において同年２月１５

日付けで取立てが決議された。 

  (７) 配当計算書 

     上記(６)により取立てにより換価された預金の払戻請求権は、平成２９年

(2017年)３月１日付けで、配当期日を同月８日として、処分庁に対して全額を配

当することが決定された。 

  (８) 充当 

     上記(７)による配当を受け、平成２９年(2017年)３月８日、処分庁は当該配当

を審査請求人が滞納していた平成２０年度から平成２８年度までの宝塚市国民健

康保険税の各期別の本税、督促手数料及び延滞金に充当した。 

  (９) 審査請求書の提出 

     平成２９年(2017年)５月１５日、審査請求人は上記(４)に係る処分を不服とし

て、審査請求書を提出した。 

 

第３ 審理関係人の主張の要旨 

 １ 処分庁の主張 

  (１) 本件処分の消滅 

     本件処分は、国税徴収法第４７条及び第６２条の規定に基づき適法に執行し、

同法第６７条第１項に規定する取立権を行使することによって、平成２９年

(2017年)３月１日付けで第三債務者から金銭の支払を受け、その目的を達して効

力が消滅している。 

     よって、本件処分の取消しを求めることは、法律上の利益を有するものではな

いため、不適法なものと言わざるを得ない。 

  (２) 課税処分に対する不服申立期間の徒過 

     審査請求人は、本件処分のもととなった滞納の国民健康保険税について、所得

がないとの申告が反映されておらず間違いがある旨主張するが、国民健康保険税

に係る賦課決定処分に対する不服は、平成２８年３月３１日以前においては賦課

決定処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に異議申立てを、

同年４月１日以降については賦課決定処分があったことを知った日の翌日から起

算して３月以内に審査請求を、それぞれ行わなければならないところ、いずれも
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期間を徒過しており、その内容を争えない。 

  (３) 各年度の国民健康保険税の課税及び減免について 

     各年度の国民健康保険税の課税及び減免については、以下のとおりである。 

なお、課税資料の保存期間が５年間であるため、保存期間を超えている平成

２０年度から平成２３年度までについては、滞納となっている課税額から推測し

たものである。 

 また、年度によって期別の税額が異なるのは、審査請求人が保険税申告をした

時期が年度によって異なるためである。 

ア 平成２０年度 

   当初課税額 ：６８，２００円（前年度所得を基礎として算定） 

   減免後課税額：５６，１００円（失業を理由とする減免による。） 

イ 平成２１年度 

   当初課税額 ：７０，２００円（所得に係る申告がなかったことによる。） 

   更正後税額 ：２０，９００円（平成２３年６月の保険税申告による。） 

   世帯構成員が父、母及び審査請求人であり、減免対象外と思料される。 

ウ 平成２２年度 

   当初課税額 ：７０，２００円（所得に係る申告がなかったことによる。） 

   更正後税額 ：２０，９００円（平成２２年１０月の保険税申告による。） 

   世帯構成員が父、母及び審査請求人であり、減免対象外と思料される。 

エ 平成２３年度 

   課税額   ：２０，９００円（保険税申告による。） 

   世帯構成員が父、母及び審査請求人であり、減免対象外と思料される。 

オ 平成２４年度 

   当初課税額 ：７１，７００円（所得に係る申告がなかったことによる。） 

   更正後税額 ：２１，３００円（保険税申告による。） 

   世帯構成員が父、母及び審査請求人であり、減免対象外と思料される。 

カ 平成２５年度 

   課税額   ：２１，３００円（保険税申告による。） 

   世帯構成員が父、母及び審査請求人であり、減免対象外と思料される。 

キ 平成２６年度 

   当初課税額 ：７１，７００円（所得に係る申告がなかったことによる。） 

   更正後税額 ：２１，３００円（保険税申告による。） 

   世帯構成員が父、母及び審査請求人であり、減免対象外と思料される。 

ク 平成２７年度 

   課税額   ：２２，７００円（保険税申告による。） 

   世帯構成員が父、母及び審査請求人であり、減免対象外と思料される。 
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ケ 平成２８年度 

   当初課税額 ：８５，４００円（所得に係る申告がなかったことによる。） 

   更正後税額 ：２３，１００円（保険税申告による。） 

   世帯構成員が父、母及び審査請求人であり、減免対象外と思料される。 

    コ 平成２９年度 

       当初課税額 ：２６，５００円（保険税申告による。） 

       減免後税額 ：     ０円（世帯所得がないことを理由とする減免に

よる。） 

世帯構成員が母及び審査請求人であり、減免対象である。 

以上のとおりであり、審査請求人において取り得る手続は全て実施されており、

処分庁が国民健康保険税の減免に関する説明を怠ったとする審査請求人の主張に

は理由がない。 

  (４) 国民健康保険税に係る申告及び減免に係る手続の周知について 

処分庁においては、広報誌、ウェブサイト、国民健康保険税申告書の郵送、納

税通知書の郵送等で、市民向け、被保険者向けの周知を行っている。 

  (５) 債務の承認による時効中断について 

平成２５年(2013年)３月２８日に本人が市の窓口において債務を承認した、と

する交渉経過が残されており、国民健康保険税に係る時効は中断しており、差押

えに係る本税額、督促手数料額及び延滞金額に誤りはない。 

 ２ 審査請求人の主張 

  (１) 未納額、延滞金額の誤りについて 

     平成２０年度（2008年度）以降、毎年、市国民健康保険課において国民健康保

険税の申告書を提出し、所得がない旨の申告をしていたにもかかわらず、特に平

成２３年度(2011年度)までの間、申告の内容が反映されておらず、未納額、延滞

金額に誤りがあり、本件処分は違法である。 

  (２) 減免について 

     平成２９年度（2017年度）に入ってから初めて国民健康保険税の減免に関する

制度を市から説明を受けたが、平成２０年度（2008年度）から今日まで状況が全

く同じであり、当時に制度を知っていれば、減免を受けることができたはずであ

り、市の対応に問題がある。 

  (３) 国民健康保険税に係る申告及び減免に係る手続の周知について 

     上記(１)及び(２)のとおり、申告及び減免の手続が適切に行えなかったのは、

処分庁による制度の説明が不十分であるためである。 

  (４) 差押えに関する事前の通知について 

     事前に何らの通知もなく、いきなり差押えを執行するのは不適切である。 

  (５) 時効の中断について 
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    ア 課税に関する資料については５年以前のものは処分庁に記録がないのにもか

かわらず、請求についてはできる、というのは問題である。 

イ 各年度分の国民健康保険税の課税決定通知が届いた段階で、当該年度分につ

いては減額等の相談に行っていたことは認めるが、滞納に関する相談をした事

実はない。 

 

第４ 理由 

 １ 本件処分の消滅について 

   本件処分は、平成２９年(2017年)２月１５日付け、国税徴収法第６７条の規定によ

る処分庁による取立権の行使により消滅しており、本件処分に対する審査請求の利益

は消滅している。 

   以上により、本件審査請求は却下を免れない。 

 ２ 職権による判断 

   本件審査請求に対する判断は、上記１のとおりであるが、本件処分の前提となる滞

納税額について審査請求人が疑義を主張しているため、以下のとおり職権で判断する。 

  (１) 国民健康保険税の課税について 

     審査請求人は、特に平成２３年度（2011年度）までの国民健康保険税の課税額

について、所得がない旨の申告書の内容が反映されていない旨、主張する。 

     しかし、処分庁の主張及び差押調書（謄本）別紙の未納明細書の記載からも、

以下のとおり税額が決定されていることが見て取れる。 

ア 平成２０年度 

   当初課税額 ：６８，２００円（前年度所得を基礎として算定） 

イ 平成２１年度 

  当初課税額 ：７０，２００円（所得に係る申告がなかったことによる。） 

  更正後税額 ：２０，９００円（平成２３年６月の保険税申告による。） 

ウ 平成２２年度 

  当初課税額 ：７０，２００円（所得に係る申告がなかったことによる。） 

  更正後税額 ：２０，９００円（平成２２年１０月の保険税申告による。） 

エ 平成２３年度 

  課税額   ：２０，９００円（保険税申告による。） 

オ 平成２４年度 

  当初課税額 ：７１，７００円（所得に係る申告がなかったことによる。） 

  更正後税額 ：２１，３００円（保険税申告による。） 

カ 平成２５年度 

  課税額   ：２１，３００円（保険税申告による。） 

キ 平成２６年度 
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  当初課税額 ：７１，７００円（所得に係る申告がなかったことによる。） 

  更正後税額 ：２１，３００円（保険税申告による。） 

ク 平成２７年度 

  課税額   ：２２，７００円（保険税申告による。） 

ケ 平成２８年度 

  当初課税額 ：８５，４００円（所得に係る申告がなかったことによる。） 

  更正後税額 ：２３，１００円（保険税申告による。） 

     以上のとおり、平成２０年度は前年度所得を基礎として算定しているほか、平

成２１年度以降については、課税時点であるか課税後の時点であるかの違いはあ

るものの、結果として所得がない旨の国民健康保険税申告に基づいて税額が算定

されており、審査請求人の主張には理由がない。 

  (２) 国民健康保険税の減免について 

     審査請求人は、平成２９年度(2017年度)においては、審査請求人本人に収入が

ないことを理由とする国民健康保険税の減免により税額が０とされているのに対

して、同様に審査請求人本人に収入がなかった平成２０年度（2008年度）から平

成２８年度（2016年度）までの各年度分の国民健康保険税については、窓口で減

免の手続の案内がなされず、減免を受けることができなかったものであり、その

ような取扱いは違法である旨主張する。 

     しかし、各年度において上記(１)のとおり決定された税額に対して、減免の措

置の要否が決定されていることが見て取れる。 

ア 平成２０年度 

  当初課税額 ：６８，２００円（前年度所得を基礎として算定） 

  減免後課税額：５６，１００円 

   世帯構成員は父、母及び審査請求人である。 

   審査請求人本人の失業を理由として、減免を行っていたと思料される。 

イ 平成２１年度 

 更正後税額 ：２０，９００円（平成２３年６月の保険税申告による。） 

   世帯構成員は父、母及び審査請求人である。 

(１)イ記載のとおり、被保険者である審査請求人に平成２０年中に所得が

なかったことを前提として税額は決定されている。 

その上で、父及び母に年金収入があり、全ての世帯員の収入の合計額が最

低生活の維持が困難であるとされる収入金額を上回っていたことから、減免

対象外とされたと思料される。 

ウ 平成２２年度 

 更正後税額 ：２０，９００円（平成２２年１０月の保険税申告による。） 

  平成２１年度と同様の理由により、減免対象外とされたと思料される。 
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エ 平成２３年度 

  課税額   ：２０，９００円（保険税申告による。） 

  平成２１年度と同様の理由により、減免対象外とされたと思料される。 

オ 平成２４年度 

  更正後税額 ：２１，３００円（保険税申告による。） 

  平成２１年度と同様の理由により、減免対象外とされたと思料される。 

カ 平成２５年度 

  課税額   ：２１，３００円（保険税申告による。） 

平成２１年度と同様の理由により、減免対象外とされたと思料される。 

キ 平成２６年度 

   更正後税額 ：２１，３００円（保険税申告による。） 

   平成２１年度と同様の理由により、減免対象外とされたと思料される。 

ク 平成２７年度 

   課税額   ：２２，７００円（保険税申告による。） 

   平成２１年度と同様の理由により、減免対象外とされたと思料される。 

ケ 平成２８年度 

   更正後税額 ：２３，１００円（保険税申告による。） 

   平成２１年度と同様の理由により、減免対象外とされたと思料される。 

コ 平成２９年度 

   当初課税額 ：２６，５００円（保険税申告による。） 

   減免後税額 ：     ０円 

   世帯構成員が母及び審査請求人のみである。 

第３の１(３)コ記載のとおり、被保険者である審査請求人に平成２８年中

に所得がなかったことを前提として税額は決定されている。 

その上で、母に年金収入があるのみであり、全ての世帯員の収入の合計額

が最低生活の維持が困難であるとされる収入金額を下回っていたことから、

減免対象である。 

     以上のとおり、①前年度収入を基礎として課税され、課税時点において失業状

態であり、収入が激減した平成２０年度、②審査請求人自身の収入はないが、年

金収入がある父及び母と同居しており、収入金額の合計額が最低生活の維持が困

難であるとされる収入金額を上回っていた平成２１年度から平成２８年度まで、

③審査請求人自身の収入はなく、かつ、同居者が年金収入がある母のみとなり、

収入金額の合計額が最低生活の維持が困難であるとされる収入金額を下回ってい

た平成２９年度、というように、各年度において審査請求人及びその世帯の状況

が異なることから、それに伴って処分庁の減免の措置の可否についての判断が異

なることをもって違法又は不当であるとは評価し得るものでなく、審査請求人の
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主張には理由がない。 

(３) 国民健康保険税の時効中断について 

審査請求人は、市窓口で滞納税についての納税交渉を行った事実はなく、分割

納付誓約書を処分庁に提出しておらず、処分庁作成の経過記録も内容自体が虚偽

であり、債務承認の事実がない旨主張する。 

これに対し、審理員意見書では、審査請求人が市窓口で行ったのは、国民健康

保険税の滞納があることを承知した上での協議であり、審査請求人の行った申出

は法的には支払の猶予を求めているものと評価され、また、市税分割納付計画書

は、窓口で聞き取りした納付計画に基づいて滞納整理システムに入力し、随時作

成され、作成された内容が経過詳細一覧に自動的に記録されるものであるため、

その記録の前提となる納税交渉自体がなかった、とする審査請求人の主張は採用

できないと述べられている。 

この点、経過詳細一覧の記載から、平成２５年３月２８日に、審査請求人が市

窓口で納税交渉を行った事実自体は認められる。 

しかし、その具体的な交渉内容として、審査請求人が支払の猶予を求めた旨の

記載はない。むしろ、「国保の制度や生活保護について不満を持っている。」

「本人なりの論理を主張する。」との記載からすれば、審査請求人が、納付義務

自体に不満を持っていたことが窺える。 

市窓口の対応としても、「滞納が増えないように２千円に減額して分納続ける

よう説得したが、納めるかは？」とされており、減額しての分割納付が市側から

の提案であったこと及びこれに対して審査請求人が明確な同意はしていなかった

ことが推認される。 

そして、これを裏付ける様に、審査請求人は、交付された分割納付誓約書を提

出していない（無論、分割支払も一切していない。）。 

かかる事実関係の下において、平成２５年３月２８日に審査請求人が債務の承

認を行ったと評価することは、かなり無理があると言わざるを得ない。 

本件処分のうち、本件処分時において債務承認が存在しないことを前提とする

と時効期間が経過している部分については、重大かつ明白な違法性があると言う

べきである。それゆえ、審査庁は本答申を受けて相応の検討をすべきである。 

 

第５ 判断 

   以上のとおりであるから、本件審査請求を却下する、との審査庁の判断は、妥当で

あるが、平成２５年３月２８日の審査請求人との協議には債務承認の効力が認められ

ず、本件預金払戻請求権の差押処分には、同処分の執行時点で時効消滅している宝塚

市国民健康保険税が含まれており、その限りにおいて同処分は違法であることから、

相応の対応が検討されるべきである。 
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第６ 調査審議の経過 

１ 宝塚市行政不服会委員名簿 

氏 名  役 職 等  

  

芝池 義一  

（会長）  

京都大学名誉教授（行政法）  

  

岡本 英子  

（会長代理）  

弁護士（大阪弁護士会）  

  

上入佐 輝史  

（常任委員）  

弁護士（兵庫県弁護士会）  

  

南 園子  

（臨時委員）  

 

税理士（近畿税理士会）  

 

２ 審査過程 

 日    程  内    容  

１ 平成３１年４月１８日 

(2019年) 

諮問 

２ 令 和 元 年５月１３日 

(2019年) 

事務局による説明  

 

３ 令 和 元 年８月５日 

(2019年) 

事務局による説明  

 

４ 令 和 元 年９月１３日 

(2019年) 

審査  

５ 令 和 元 年１０月１０日 

(2019年) 

審査  

６ 令 和 元 年１１月１９日 

(2019年) 

審査及び答申  

 


